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当社連結子会社による MEIRITZ KOREA CO.,LTD.の株式取得（完全孫会社化）に関するお知らせ 

 

 

本日、当社の連結子会社である明立精機株式会社は、51%の株式を保有する MEIRITZ KOREA CO.,LTD.の株式

を追加取得し、完全子会社化（完全孫会社化）することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

１．株式取得の理由 

MEIRITZ KOREA CO.,LTD.を完全子会社化することにより、意思決定の迅速化と経営の合理化を図ることがで

きると判断し、株式の全部を明立精機株式会社が取得することといたしました。 

 

２．当該連結子会社（明立精機株式会社）の概要 

（１） 名 称 明立精機株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県横浜市神奈川区新浦島町 1-1-25 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 杉森 忠之 

（４） 事 業 内 容 
精密除振システム、光学実験機器の開発・製造・販売、振動測定・解析・

コンサルタント業務 

（５） 資 本 金 30,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 43 年９月 25 日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社インターアクション（100％） 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社が同社株式の 100％を保有しております。 

人 的 関 係 当社から取締役３名、監査役１名を派遣しております。

取 引 関 係 当社は、同社に対し、経営指導を行っております。 

 

３．当該連結子会社（明立精機株式会社）が完全子会社化する孫会社（MEIRITZ KOREA CO.,LTD.）の概要 

（１） 名 称 MEIRITZ KOREA CO.,LTD. 

（２） 所 在 地 1322,Hyohaeng-ro,Hwaseong-si,Gyeonggi-do,445-330,Korea 



（３） 代表者の役職・氏名 代表理事 韓 進泰 

（４） 事 業 内 容 除振装置及び精密機器の製造・販売 

（５） 資 本 金 100,000,000 ウォン 

（６） 設 立 年 月 日 2009 年２月 19 日 

（７） 大株主及び持株比率 
明立精機株式会社（51％） 

韓 進泰（49％） 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係
当社連結子会社の明立精機株式が、同社株式の 51%を保

有しております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 24 年 10 月期 平成 25 年 10 月期 平成 26 年 10 月期 

 純 資 産 47,700 千円 114,889 千円 136,374 千円

 総 資 産 87,126 千円 223,284 千円 235,229 千円

 売 上 高 152,886 千円 340,405 千円 209,884 千円

 営 業 利 益 8,484 千円 59,603 千円 7,724 千円

 経 常 利 益 10,154 千円 71,095 千円 14,422 千円

 当 期 純 利 益 9,479 千円 58,732 千円 12,931 千円

 

４．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 韓 進泰 

（２） 住 所 韓国京畿道城南市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関

係はありません。 

 

５．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

5,100 株 

（議決権の数：5,100 個） 

（議決権所有割合：51．0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
4,900 株 

（議決権の数：4,900 個） 

（３） 取 得 価 額 

MEIRITZ KOREA CO.,LTD の普通株式   1,070 百万ウォン 

アドバイザリー費用等（概算額）      13 百万ウォン 

合計（概算額）            1,083 百万ウォン 

（４） 異動後の所有株式数 

10,000 株 

（議決権の数：10,000 個） 

（議決権所有割合：100．0％） 

 



６．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 平成 27 年 11 月 30 日 

（２） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 27 年 11 月 30 日 

 

７．今後の見通し 

 今回の株式取得による当期の連結業績に与える影響は現在精査中ではありますが、現在のところ、軽微な

ものと考えております。開示すべき事項が生じた場合は、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以上 


